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『利益図表の課題』
末政芳 信
1 はしがき
企業経営の規模が拡大化されその経営内容が複雑多岐に亘ってくると，経
営管理も近代的に合理化され，その時代の要請に適合した形での新しい管理
技法が次々と取り入れられるようになってきた。それは大企業経営において
のみならず，中小企業経営においても見られるところである。その一例をあ
げると，損益分岐点，損益分岐点図表という用語は小さな小売店経営におい
ても実際にしばしば使用されている。
一般によく使用されている損益分岐点図表 (break-evenchart)，限界利益
図表 (marginalincome graph), P/V図表 (profit-volumechart)，純損益図表
(net profitgraph)，又は単に利益図表 (profitgraph) という用語が企業にお
ける財務管理，管理会計の領域において近代的経営管理技法の展開の一例と
してそれらの活用がしばしば推進されている。しかし，損益分岐点図表と利
益図表を単純に同一視したり， P/V図表即損益分岐点図表として取り扱って
いる場合が比較的多い。それはほたして内容的に全く同じものであり，名称
の単なる呼び替えの相違に過ぎないものなのかどうか，本質的に考えてみる
必要があると思われる。これは利益図表の本質がどこにあり，利益図表と損
益分岐点図表との関連ほどのように理解すぺきか，利益図表は単に慣習的に
描かれている損益分岐点図表に止どまるものであるかどうか等の問題点を基
本的に考察することが重要であろう。
そこで，利益図表を真正面から捉え，利益図表のもつ本質的な意味は何か，
利益図表で取り扱われるべき利益ほどのような意味をもつか，利益図表はそ
の特徴から見て経営管理のどのような問題の解決にあたって利用さるべきか，
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さらには，利益図表ほどのような角度からその種類が分類整理されるべきか
の問題にスボットをあてて，利益図表の課題を考えることにしたい。そうす
ることによって，慣習的な損益分岐点図表の利益図表における位置づけ，さ
らには利益図表の活用にあたっての利用限界等も自から明らかになると思わ
れる。
2 利益図表の意味
企業経営において用いられる利益図表 (profitgraph)は利益に関連する情
報を図表的表現 (graphicalrepresentation) により，種々の経営管理目的に
役立つように分析する用具である。一般に企業経営において，その経営成績
は利益に関連づけて表示される場合が多い，そこで，良き経営業績をあげる
ための利益管理が重要な役割を果すことになる。利益管理 (profitmanage-
ment)においてほ，まず利益の源泉となっているものは何か，利益を生み出
すものほどのような要因か，どのような手段を用いればより大きな利益を獲
得できるかということを完全に理解し把握することが必要である。このよう
な事実を正確に知らないと誤った意思決定 (decision-making) ならびに業績
管理 (performancecontrol)に導く一因となる。したがって，このような事
実を分析することがまず最初に要請され，それをなすことが利益分析 (profit
analysis)と一般にいわれている。利益分析を行なうにあたっての具体的な表
現方法としては種々の形式が用いられるが，利益図表はこのような利益管理
目的のために行なう利益分析の一つの表現方法として作成されるものと考え
なければならない。すなわち，利益図表は利益管理目的のために用いられる
利益に関する図表分析であることを意味する。このことほ，単に利益という
用語で示されるすべての利益に関するすぺての図表分析 (graphicalapproa-
ch)，すなわち単なる利益を何らかの形で描いた図表をすべて利益図表として
捉えるべきでない。さらに附言すれば，すぺての企業利益(businessincome) 
．．．．．．．．．．． 
にかかるすべての図表的表現形式を論及すぺきものとして利益図表を把握す
ることは焦点をぼかすことになる。最近，企業利益，会計利益概念に対する
理論的でインクーデスプリナリなアプローチが多く試みられるようになって
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きているが，それらの考察の重要性は十分に認めるとしても，それらの考察
にかかるすべての利益概念との関連で図表分析をすべて取り上げることは実
際的な利用の面から見て困難である。それ故，直接的にほ管理会計的アプロ
ーチにより論及される利益概念の中で，利益管理に有用と認められる利益に
関連する図表分析を意図すべきものと思われる。そのことは企業の外部の利
害関係者に公表することを主目的とした財務会計上の利益概念を課題とする
のではなく，企業内部における各階層の経営管理者のために役立つ有用な管
理情報として提供さるべき管理会計上の利益概念にかかるものとして捉える
ことである。したがって，単なる企業の利益に関するすべての図表的表現を
企だてるものでiまなく，利益管理上有用と認められる利益に関連する図表的
表現のみを重視するものとして利益図表を考えねばならないであろう。この
ような意味から，ここで取り上げる利益図表ほ素朴な意味でのすべての利益
に関するすべての図表ではなく，つぎの四つに区別した項目から定義づけら
れるべきものと思う。.......... 
1. 利益管理目的のための.............. 
2. 利益分析を行なうにあたっての....... 
3. 利益に関連する.......... 
4. 図表的表現形式である。
これらの項目は相互に関連をもち，それぞれを限定する形で考えなければ
ならない。このような意味での利益図表を考察するために，さらにそれぞれ
の項目に附言することにしたい。
1. 利益管理目的
企業において基本的な指針としていかなる目標を掲げるかについては議論
の分かれる所であるが，その有力な見解の一つは利益の極大化 (profitmaxi— 
mumization)である。利益の極大化を図ることについてほ適正利益(optimum
profit) の獲得といった見地からの反対も見られる。しかしながら，利益の
量的規定について異論があるとしても，少なくとも企業経営活動において，
利益は重要な要素であると一般に承認されている。この点についての典型的
な説明ほ，マックファーランド氏のつぎの論述に見ることができる。
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「企業は資本を生産的に使用するために存在するのである。会社の営業活動—
の究極的な財務目的は，利益を獲得することにある。したがって収益性が提
案された資本の使用方法を評価する場合に用いられる財務上の判定基準とな
る。限られた範囲の資金が，早急には利益を期待しえないような（たとえば，
教育機関に対する寄付のような）目的や，利益を測定できないような（たと
えば，工場周辺の造園のような）目的に用いられることもあるが，会社資金
の大部分は利益を期待して投下されるのである。利益の測定できないような
支出でさえも，将来の利益に好ましい影響を与えるものと期待されることが
(1) 
多い。」
このように，企業においては利益がその基本的目的の一つとされるが，そ
の利益は成り行き経営によって獲得され，しかも事後的に計算確定さるべき
ものとしてではなく，考慮された計画管理によって獲得され， しかも事前的
に目標利益額として計算確定されるべきものとしてでなければならない。そ
こに利益管理の必要性が指摘されるのである。
企業における利益管理の特徴について青木茂男教授によれば，
「利益管理の意義•特賃は企業経営のすべての領域・分野の総合管理であり，．
かつ各種の経営管理技術や手段を包括し，またそれは単なる管理の手続や技
術にとどまるのではなく， トップによるデ、ンジョンの重要性を示すものであ
喜］ とされ，ついで，利益管理は目標利益のプランニング・コントロー／1,
を内容とするトップマネジメソトによる綜合管理であることを強調されてい
る(03)
以上のような青木教授の指摘からみても，利益管理 (profitmanagement} 
は企業活動の目標を利益に求め，その目標利益の計画と統制を通して企業の
経営管理を綜合的に実施するところの利益計画 (profitplanning) と利益統
(1) Walter B. McFarland, Concepts for Management Accounting (New York~ 
NAA, 1966), p. 17. 
W. B.マクファランド著，染谷恭次郎監訳『管理会計の基礎』 （日本生産性本部
昭和42年） 28頁。
(2) 青木茂男著『利益監理』 （春秋社 昭和36年） 4頁。
(3) 青木茂男著『前掲書』 5-6頁参照。
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制 (profitcontrol)とを内容とするところのものであり，多くの企業にとって
その重要性は充分認められている。
まず，利益計画における目標利益の計画を内容的にささえるものは各種の
経営改善のための個別計画 {projectplanning)と，それを総合的に調整し，
まとめていく期間計画 (periodplanning)によって裏付けられたものでなけ
ればならない。さらに，それは利益計画の設定のみに終ることなく，利益計
画ほ予算編成によって具体化され，予算によって業績のコントロールを図る
ものでなければならない。そこに，目標利益を中心にしたplanningand con-
trolの一貫した綜合管理であるところに利益管理の特徴が見られる。したが
って，このような利益管理を遂行するため，直接的には利益計画目的と利益
統制目的とに分けて考えることができ，それらの目的達成に役立つ管理技法
の一つとして利益図表の作成が考察されなければならないであろう。
.2 利益分析
利益管理のための利益分析としては一般的に損益分岐点分析， P/V分析が
あげられるが，むしろ， C·V•P分析ないしはC·V·P·I 分析として
考えなければならない。
C・V・P分析 (CcistVolume Profit Analysis) は原価・営業量•利益分
析とも訳されるように，原価，営業量，利益相互間の有機的な関係を分析す
ることにより経営管理に役立てることを目的とした分析手法であるとされて
いる。 C・V・P分析については多くの論者によって種々の説明が行なわれ
ているが，その要点は (1)販売価格 (2)営業量 (3)製品組合せ (4)変動費
(5)固定費の 5要素の変化，ならびにそれらの相互作用が，利益にどのような
(4) 
影響をもたらすかの関係を分析することである。このようなC・V・P分析
は主として短期利益計画面で重要視される。
C・V・P分析では，使用された資本（資産）との関係を直接的に取り上
げないのが普通である。しかし，企業の総合的収益性を測定するものとして
資本利益率（ないしは使用資産利益率） （Return on Investment)分析が一
般に用いられる。このような使用資本（使用資産）を主要な要素として加え
(4) 拙著『短期利益計画計算』 （白桃書房 昭和43年） 18-23頁参照。
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(5) 
る利益分析はC•V·P•I 分析またはC•V•P•K分析といわれるもの
である。 C•V·P·I 分析 (Cost Volume Profit Investment Analysis)は
文字通り原価，営業量，利益，使用資産関係の相互関連分析を行なうことで
あり，使用資産をさらに変動的使用資産と固定的使用資産とに分けることに
より，結局(1)販売価格 (2)営業量 (3)製品組合せ (4)変動費 (5)固定費 (6) 
変動的使用資産 (7)固定的使用資産の 7要素の変化，ならびにそれらの相互
作用が利益にどのような影響をもたらすかの関係を分析し経営管理に役立て
ることを意図している。このようなC•V•P•I 分析は短期利益計画目的
のみならず，長期利益計画目的ならびに利益統制目的（ないしは業績管理目
的）のためにも有用である。
そのようなC•V•P分析ないしはC·V·P·I 分析の形で行なわれる
利益分析はある一定時点における静態的な利益の分析にとどまるのではない。
利益を因果関連的に何かの要素の変化と関連づけて分析するものである。こ
れは上述のような利益のストックないしプール分析的な性質をもつ利益分析
ではなく，インプットとアウトプットとの差額関係ないしインフローとアウ
トフローとの差額関係によって利益を捉えるフロー分析的な性質をもつ利益
分析を意図するものである。このような意味をもつ因果関連的に捉えるイソ
カム・フロー分析の性質をもった利益分析であることが，利益計画目的およ
ぴ利益統制目的にとって重要なのである。
3. 利益
上記の利益分析との関係で利益の性質を考えると，貸借対照表的な計算す
なわち静態的な財産計算によって結果的，総括的にのみ把握される利益概念
よりも，損益計算書的な計算すなわち動態的な成果計算によって発生原因結
果的に把握される利益概念のほうが利益管理目的のために有用である。前に
述べたように，何が利益に直接的影響を与えるかの問題を考えることがまず
利益管理にとって必要である。したがって，利益は何の要素の関数関係にあ
り，その関数関係によって利益ほどのようなビヘビアーを示すかの考察を中
(5) 小高泰雄稿”「コスト・マネジメント」の基本理念”企業会計 第 19巻第3号
（昭和42年2月）参照。
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心とした利益の考え方を見なければならない。
上のような考え方から見て有用な利益の基本的概念は貢献利益概念である。
利益分析が広い意味で論じられる場合にほ，（1）純利益法 (netprofit approa-
ch) と，（2）貢献利益法 (contributionapproach) に分けられる。この場合，
従来の伝統的な全部原価概念を中心とした最終的な純利益 (nerprofit)のみ
を求める考え方に対する批判としてでてきたのが貢献利益を中心にした貢献
利益法である。貢献利益は利益の算出過程をより明確に因果関連的に求める
ものであり，利益管理のために特に有用な利益概念であるといわれている。
貢献利益は contributionmargin, contribution income, contribution pro-
fit, profit contributionの原語が使用されているように，論者によってその
意味する所も若干相違している。それはケラーおよびフェララ両氏の指摘に
よる如く，貢献利益は何に対する貢献 (contributionto…)かによって，っ
(6) 
ぎの 4つに分けられていることによっても知ることができる。それほ
(1) 統制不能原価および利益に対する貢献
(2) 意思決定によって影響されない原価および利益に対する貢献
(3) 共通費および利益に対する貢献
(4) 固定費および利益に対する貢献
である。さらにまた，貢献利益ほ企業全体で見るか，業務区分 (segment)
を中心にして見るかによって幾つかのタイプの貢献利益が取り扱われる。で
は，どのようなタイプの貢献利益を中心にして考えるべきかが問題になるが，
これは利益管理においてさらに具体化される活用目的との関連で弾力的に
使い分けることが望まれる。たとえば，品種選択などの個別利益計画目的の
ためにほ，個別固定費控除後の貢献利益が有用であり，また部門統制 (divi-
sion control)のためにほ，ライボーン氏の指摘のような部門統制に属する自
由裁量固定経費 (discretionaryfixed expenses) および既決固定経費 (com-
mitted fixed expenses) をも差し引いた長期業績差益 (long-run perfor-
(6) I. Wayne Keller & William L. Ferrara, Management Accounting for Pro-
fit Control (New York: McGraw-Hill Book Co., 2nd ed., 1966), p. 722. 
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(7) 
mance margin)としての貢献利益が有用であると思われる。したがって，そ
の具体的な活用目的に最も適したタイプの貢献利益をその都度選択し適用す
ることが重要である。
以上のように，利益管理目的のための利益分析において考えられるべき利
益は収益からすべての費用を差引いて最終的にでてくる純利益のみよりも，
費用をその性質にしたがって段階的に区分計算し，それぞれの段階で管理目
的に適合した形で算出されるいわば複数の段階的利益を算出することが必要
であり，それらの利益を総括的にいい表わすものとしての貢献利益概念を重
要視しなければならない。
4. 図表的表現形式
図表的表現 (graphicalrepresentation) は数学辞典によると，単に：：：図表
(8) 
示：：：ともいわれ，「数量や変数の関係をグラフに表わすこと」であるとされる。
およそ，一定の量的構造関係を表現する数学的分析手法としては，表（関係
数値表）による表現形式と，数式による表現形式と，さらには，この図表に
よる表現形式の 3つに分けられる。さて，図表による表現形式はまた図式計
算法 (graphicalcalculation) ともいわれ，さらに「狭義の図式計算法（図計
算）と計算図表とに分けられる。前者は代数方程式や微分方程式を解くのに
それぞれの式について作図をして解を求めるのに対して，後者ではある与え
られた方程式の一つの型について一度だけ図をかいておけば，あとは定木な
(9) 
りコンパスなりをそれにあてるだけで解が得られるという特徴がある。」 と
される。
それ故，広義の図表的表現形式はさらに，狭義のグラフによる表現形式と
計算図表 (nomogram)による表現形式とに分けられ，一般的に単にグラフに
よる表現形式をいう場合には狭義の意味で使われる前者の場合を指すことが
多い。なお，前者のグラフによる表現形式としては，座標との関係で見ると
(7) Mitchell H. Raibom, "Systems planning for performance evaluation"' 
lv.fanaemgent Accounting, Vol. LIII No. 2 (August 1971), p. 23. 
(8) 矢野健太郎編『数学小辞典』 （共立出版 昭和43年） 280頁。
(9) 矢野健太郎編『前掲書』 276頁。
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一般的に理解されやすい直交座標が多く使用される。
利益管理目的のために使用する利益図表を取り上げる場合には，このよう
な数学的意味をもつ図表的表現形式をまず考えなければならないであろう。
そこで，第 1に注目すべきことは利益に関する数量や変数の関係をグラフに
表わすことを意図するのが利益図表である点である。このことは単に利益の
金額だけをグラフに表わすのみでなく，利益に関する変数の関係をもグラフ
に表わすことが利益図表の役目であることを意味する。それはまた何かの要
素と利益の因果関連を示す利益関数関係の図表作成が利益図表作成の主目的
であることをも意味している。したがって，利益図表を通して，利益に関連
を有するある種の要素と利益との関数関係を示すことによって利益発生の要
因，因果関係を知ることができ，それによって種々の利益管理目的に役立た
せることができる。 ............... 
さらに，狭義のグラフによる表現形式は代数方程式や微分方程式を解くの..................... 
にそれぞれの式について作図をして解を求めるのであるが， これはいうまで
もなく，数式による表現形式，関係数値表による表現形式による場合と同じ
計算結果をグラフによって求めるだけであるから，グラフ以外の表現形式を
軽視すべきものでなく，他の表現形式の長所・短所を知り，それぞれの長所
を生かし，短所を他の表現形式によって補うといった形で相互補完的にその
利用を考えるべきである。ここでは，グラフによる表現形式が一般にその分
析結果を理解しやすい形で示されるといった長所に着目して，利益図表を取
り上げるのであり， また詳細な精密計算に不適であるといった短所について
ほ他の表現形式の補完的利用を考えられなければならないであろう。
以上の考察の如く，利益図表は利益管理目的のための利益分析を行なうに
あたっての利益に関連する図表的表現形式であり，この点に注目して従来か
ら多くの論者によって具体的に描かれてきた各種の利益図表の本質を吟味し，
それを整理づけることが必要であると思われる。
3 利益図表の特徴
利益管理のために作成する利益図表の特徴を考える場合，まず，図表 (gr-
202 (104) 利益図表の課題（末政）
aph & chart)一般についての性質を調べることが必要である。近年，経営
管理に役立つ用具として統計図表を中心としたグラフやチャートの活用が実
務的な面で多く見られる。そこにほ，数多くの図表が使用されるが，図表一
般の基本的な性質について，実際の経営管理面での活用を推進している書物
をもとにして見ることにする。
まず『経営管理のためのグラフとチャート』の著者である中村正一氏によ
るグラフの性質について述べられているところを見ると，つぎのように総括
的にまとめられている。
「(i) 視覚を通じて理解を深める。数の比較，相互の関係，数の連続によ
る全体と部分の関係などは，どの表現形式より，グラフのほうが興味を
ひき注意させる。…………
(ii) 理解が容易であるから時間の節約になる。…………
(ii) 公式計算に利用する場合，規定だけで求めることができる簡便さが
ある。• •.......... 
(iv) 法則性やかくされた事実の発見が容易になる。…………
(1) 
(v) 像モデルの利用による研究が有効的である。…………」
さらに，図表のもつ特徴を簡単且明瞭に示されているのは，江副カ・角田
克彦両氏の著書『仕事の知恵（1)』であり，その副題自体が：：：問題を図表で解
こう=ということになっている。まず：：：図表の効用=として：：：ひとにらみで
解けた=ことを端的にあげられている。問題を解くために集められたデーク
を役立つように料理する方法として，精密計算による方法と，図表化による
方法とに大別され，その両者の特徴，相違について身近な例示により，つぎ
のように適切に要約されている。
「これらはちょうど：：：ひげそり=tこたとえられ，精密計算は『西洋カミソリ
』に相当し，図表化は『昔の電気カミソリ』に相当します。西洋カミソリほ，
ひげを蒸したり，石けんをつけたりなどの準備がたいへんですが，切れ味は
抜群です。しかし，ちょっと手をすべらせると，顔に傷をつけてしまいます。
(1) 中村正一著『経営管理のためのグラフとチャート』新版（日刊工業新聞社 昭
和42年） 1頁。
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つまり精密計算では，統計学などという準備が必要なので解析力は抜群な
のですが，だれもがすぐ使えるというわけにはゆきませんし，中途半端な知
識ではおおけがをしてしまいます。
・一方，昔の電気カミソリほ，蒸すことも，石けんもいりません。しかし，
ところどころひげをそり残したり，ひげを引っ張って痛くすることがありま
す（現在の電気カミソリでほ，このようなことはありません。念のため）が，
だれでもすぐ使えます。
ちょうどこれが図表化に相当するのです。つまり，特別な数学などを必要
とせず，だれもが簡単に使え，しかも速く答えが得られますが，精密計算に
(2) 
比べて切れ味は多少悪く，精密さはいくぶん落ちます。」
このように，数学的分析手法としての数式を使用する計算分析に比べて，
図表を使用する計算分析がもっている長所・短所をわかり易く説明されてい
る点に注目しなければならない。
さらに，フランシス著『利益改善のためのグラフの活用』によれば，つぎ
のような説明が見られる。
「図表は会社の経営担当者に，生きた情報を提供する有力な手段である。図
表は『1枚の画ほ千語の説明に優る』という言葉を産業界において証明する
(3) 
ものである°」
「図表は何頁にもわたる統計や説明的注記では物語ることができない真実を
表示することができる。過去の業績ほ，将来の計画の見通しに結びつけられ
る。図表を利用すれば，比較的短期間のうちに予備的見積りを立て，検討し
(4) 
最終的な形で表示することができる。」
フラソシスは：：：情報の図表化計画：：：にポイントをおいて利益改善のために
(2) 江副カ・角田克彦共著『仕事の知恵(1)』（社団法人電気通信協会 昭和45年）
26頁。
(3) E ・フランシス著，青木茂男監訳，岸田宏亘訳『利益改善のためのグラフの活
用』 （中央経済社昭和39年） 1頁。
Ely Francis, U血 'lICharts to ImproむeProfit (New York: Prentice-Hall, Inc., 
1962), p.'1. 
(4) E ・フランシス著『前掲書』 1頁。
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グラフを利用することを積極的にすすめている。
以上のように，企業経営における実務的な面においてもグラフ活用の利点
が強調されている。このような図表一般についての特徴は，図表の作成面と...... 
図表の利用面とに分けて考えることができるであろう。
図表の作成面……図表を作成する場合，特定目的の分析結果を計算的に求
めることと，さらにその計算分析結果を作成者以外の他の人に情報として提
供することを作成目的としている。図表作成者として計算分析結果を求める
場合の特徴を考えると，数式計算に比べて，高度な数学的分析を必要とせず，
誰れもが簡単に使え，しかも速く答えが要約的に得られる長所がある。しか
し，その計算分析結果は概略的な数字で示されるに止どまり，その精度の点
では劣るので，概算的な分析結果で満足できる場合に限られるという短所も
見られる。
函哀ら利角向……計算分析結果を情報として受け取る立場の人から見ると，
図表によると視覚を通して計算分析結果を受け入れるので，理解が速く容易
である。さらに計算分析結果のみでなく，他の要素との関係等が総合的に把
握できる点に長所が見られる。しかし，図表は要約的であるので，特定の複
雑な事項について詳細な情報を読みとる点からは物足りない短所がある。
図表の生きた活用を図るためには，上記のような特徴を有する図表のもっ
ていなければならない条件を明らかにする必要がある。この条件について江
副・角田両氏ほつぎの 3つをあげられている。
「（1) 図表のもっとも大きな特徴ほ，その図を見ただけで，デークのもって
いる情報を直観的につかめる，すなわちデークのもつ内容（形）をひと
めでわかるものでなければなりません。…………
{2) 私たちほ真の姿をつかむために図表を作るのであって，たまたま現わ
れた姿がどうこういうのではありません。そのため図表ほ常に真の姿を
表わしているものでなければならないのです。…………
(5) 
(3) だれが使ってもまちがいの少ないものであること。…………」
このような条件ほ具体的にほどのようにすれば満足されるか，これは図表．
(5) 江副カ・角田克彦共著『前掲書』 27-28頁。
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の種類を見きわめ適切な種類の図表を選択することにかかってくる。この点
についての江副・角田両氏の指摘を見ると，
「1枚の図表で表わせる姿や，それから得られる情報の内容などは，図表の
種類によって決まってしまいます。…………
つまり， 1枚の図表からはせいぜい一つか二つの情報しかつかめません。
そのため同じデータを使って何枚もの異なった図表を書いてみることが図表
(6) 
による問題解決のこつなのです。」 と述べられている。
したがって，問題になるのはグラフの種類であり，その種類の性質によっ
て使い分けることがグラフの効用に大きな役割をもつことになる。この点に
ついて中村氏によれば，
「グラフの基礎は点と線と面である。これをどのように組合せ，形を整える
かで効用が変ってくる。グラフの効用は目的と表現の関係で異なってくるが，
使用目的から分類すると，報告説明用，管理用，計算用，分析用の 4種にな
ろう。もちろんこれらはときには重なり，ときにはわけられない場合もあ
(7) 
る。」 とされ， 4種類のものについてそれぞれ説明を加えられている。利益
図表については「……ある事象を対象にその特性を発見したり，あるいは改
(8) 
善点を発見するには，グラフを用いたほうが便利な場合がある。……」とい
われる分析用の図表における例示としてあげられている。前述の説明にも見
られるように，分析用の図表として例示されたものも，報告説明用，管理用，
計算用として用いることができる。それ故，利益図表も主として分析用とし
て把握されても他の用途に利用されることはいうまでもないところである。
図表を分析のために使用する場合の種類分けについての江副・角田両氏の
説明を見ると，両氏は刊ものごとの改善のしくみ=として，まず，問題点を
つかまなければならないとし，そのためのデータを集めて現状をいろいろ分
(9) 
析する図表として，つぎの 6つをあげられている。
(6) 江副カ・角田克彦共著『前掲書』 29-30頁。
(7) 中村正一著『前掲書』 2頁。
(8) 中村正一著『前掲書』 2頁。
(9) 江副カ・角田克彦共著『前掲書』 32頁。
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(1) 時系列グラフ
(2) 特性要因図
(3) パレート図
(4) ヒストグラム
(5) 管理図
(6) 散布図（二方向図）
個々について取り上げることは略すが，典型的な利益図表（たとえばつぎ
の第1図）は両氏の分類によれば，原因と結果の関係を見るいわゆる現象の
(10) 
対（二方向）になったデークの図表であるといわれる二方向図である。
g
 
第 1 図
固定費
゜
工
さらに，グラフの数学的な分類としては種々の分け方があるが，座標とグ
(11) 
ラフとの関係において，中村氏の著書でほつぎのように分けられている。
1. 直角座標
2. 対数座標
3. 二軸座標
4. 極座標
5. 三角座標
この分類から見れば，上のような典型的な形の利益図表はいうまでもなく
直角座標に属するものである。利用目的との関係から考えればそれぞれに適
応した座標によることが望まれるが，一般的にほ宜角座標が理解しやすいも
(10) 江副カ・角田克彦共著『前掲書』 77頁参照。
(11) 中村正一著『前掲書』 9-15頁参照。
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のとして多く用いられている。そこに利益図表が直角座標の形式を取る一因
でもある。
以上のように考えると，グラフによる表現形式をとる利益図表についても
基本的には図表一般にかかわる特徴，すなわち長所，短所を認めなければな
らない。したがって，利益図表は一般に作成が容易で，視覚にうったえる形
をとるので理解しやすい長所を生かした形のものを考えなければならない。
しかし，これは伝統的な形の利益図表に止まるべきを意味するのでなく，図
表とくにグラフの種類についても種々の性質を有するものが見られるから，
それぞれ異ったグラフのもつ性質を生かした形での利益図表を考えなければ
ならない。それは典型的な利益図表が直角座標の形をとる意味を考え，また
場合によってほ他の座標形式のグラフによる表現をも考えなければならない。
利益図表は，前節に述べたように利益に関連する図表すべてを取り上げるの．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
ではなく，むしろ，利益管理のための利益分析を行なうにあたっての利益に......... 
関道する図表的表現形式を取り上げべきものであるから，図表の面から見て
もグラフに焦点を定めさらに利益分析のためといった目的視角からグラフ的
表現を考えなければならない。そこに，図表一般の問題としてではなく，限
定された意味での図表的表現 (graphicalrepresentation) の意味を考えなけ
ればならないし，またそれに適応した種類のグラフを選択適用すべきである。
しかしながら，利益分析のためにとくに有用と考えられるのほ原因と結果を
見る現象の対になったデータの二方向図であり，一般的に理解しやすい直交
座標形式をとるものが利益図表の中心になるであろう。
4 利益図表における利益の変動要因
利益図表上問題になる利益は，第2節で述べたように，利益管理目的のた
めの利益分析において取り上げられるべき利益を課題とすべきであって，基
本的にはインカム・フロー分析的な視角から貢献利益概念が中心になる。こ
こでは，利益図表上具体的に表示すべき利益に関連して考えなければならな
い基礎的な問題について取り上げることにしたい。利益図表に表現すべき具
体的な利益関係ほ利益管理目的のための利益分析に有用であり，その理念を
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生かした形でどのようなタイプの利益関係が利益図表上に具体的に表示され
るぺきかを二つの基本問題に分けて考えることにする。それは利益図表が利
益関数関係の図表的表現ともいわれるように，利益に影響を与える何かの要
因と利益との関係が重要な課題である。直交座標の形で示せば，横軸上の X
によって示される独立変数と，縦軸上の Yによって示される従属変数とを何
で表わすかの問題に関係する。すなわち，独立変数としての利益に影響を与
える変動要因と，また従属変数としての利益の性質とを仮定して利益図表を
作成する。したがって，二つの基本問題に分けるとすれば，
(1) 独立変数としての利益の変動要因，
(2) 従属変数としての利益そのものの性質，
に関するものになる。そこで，まず最初の基本問題として利益の変動要因の
性質をこの節において取り上げることにする。ついでつぎの節で従属変数と
しての利益そのものの性質を取り上げることにする。
利益はどのような要素によって変動するかの利益関数的把握の図表的表現
が利益図表作成の目的であるが， C•V·P分析ないしC·V·P·I 分析
の形で行なわれる利益分析においてほ，利益に影響を与える種々の変動要因
も，直接的には，販売価格，製品組合せ，営業量，変動費，固定費，変動的
使用資産，固定的使用資産の変化という形を通じて利益に影響を与える。し
たがって，たとえば，ある変動要因i．ま単に販売価格の変化を，他の変動要因
は販売価格，営業量，変動費の三者の変化を通じ利益に影響を与える。そこ
で，販売価格，製品組合せ，営業量，変動費，固定費，変動的使用資産，固
定的使用資産の変化を通して間接的な形で利益に影響を与える変動要因につ
いて，それぞれの性質の異なったものを整理することが必要とされる。それ
は種々の利益の変動要因について種々の角度から検討することがまた利益図
表作成にとって重要であると思われる。
ウェルシュ教授ほ：：：利益計画および統制の基本的評価：：：と題して，利益計
画における利益に影響を与える変数がどのような意味を持つか，それは操作
可能かどうかの問題について考察している。同教授によると，
「特に，長期的成功のためにほ，経営意思決定の流れは現実的な利益 (rea-
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listic profit)が獲得されるように，企業の計画的アウトフロー (plannedout-
flows)が維持されるに必要な基本的インフロー (essentialinflows)を用意す‘
るための計画と行動を作り出さなければならない。インフローとアウトフロ
ーの管理的操作 (managerialmanipulation)によって利益を継続的に作り出
(1) 
すことは，利益計画と統制の実体 (substance)を提供する。」 と述べ，さら
に，「意思決定は必然的に目的的 (purposive)であり未来的 (futuristic)でな
(2) 
ければならない。」 と強調している。そこでそのような「経営の種々の主要
な意思決定は利益機会 (profitopportunity)を作り出すか，または衰退の運
命から避けるための努力をも含んでおり，基本的に，経営は (a)管理可能な
変数 (controllablevariables)を操作すること，（b）収益，痰用および投資に
影響を与える管理不可能な変数 (noncontrollablevariables) の利点 (advan-
tage) をつかむことの仕事にぶつかる。第 1図は， トップ・マネジメントが
関係変数 (relevantvariables)を確認し，評価する問題において，最初の（お
よび定期的な）アプローチをいかにするかを示すものとして提供されてい
(3) 
る°」 と論じられている。なお， ウェルシュ教授の第1図 (1部分を省略し
(4) 
た）を引用すると，つぎの如くである。
ウェルシュ教授の第 1表 変数の管理的操作
操作の基礎
関係変数 短期中期長期
C NC C NC C NC 
外 部 的
人 口 X X X 
G N p X X X 
政府の統制 X X X 
産業界売上高 X X x 
競 争 活 動 X X X 
(1) Glenn A. Welsch, "A Fundamental Appraisal of Profit Planning and Cont-
rol", Management Accounting, Vol. L No. 7 (March 1969), p. 22. 
(2) ibid., p. 22. 
(3) ibid., p. 22. 
(4) ibid., p. 23. 
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産 業
製品種類
内部的
従業員の質
従 業 員 数
資本源泉
資本額
調査の性格
調査費
広告
製品価格決定
販売方法
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注 C＝管理可能
X 
X 
x
x
 
X
 
X
 
X 
X 
X 
X 
x 
x
x
 X 
X 
X 
x
x
 X 
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上の関係変数について見ると，それは(1)外部的対内部的，（2）短期，中期，
長期 (3)管理可能性対管理不可能性の 3通りの分類が組合わされており，そ
れら関係変数を適確に把握することによって，利益計画が立派に立てられる
ことになる。ある意味では，関係変数を利益に影響を与える変動要因として
捉え，それが管理的操作の可能性があるかどうかを区別することによって利
益計画上の利益を基本的に考えていることになる。
以上のようなウェルシュ教授の論述は利益図表を単に短期利益計画目的だ
けでなく，長期利益計画面に活用する場合，利益に影響を与える主要な変動
要因と利益の関係を図示するにあたって注目しなければならないと思う。
これと同じような考え方はアージェンティ氏の著書にも見られる。彼は利
益に重大な影響を与える可能性ある要因を取り上げ，将来の利益予測の推計
が組織的に行なわれるように一覧表（ないしチェック・リスト）を用いるこ
とをすすめており，またそのような考え方からグラフを多く利用している。
(5) 
彼のあげている主な項目を抜き書きすると，つぎの如くである。
(5) 
部
J・アージェンティ著，成瀬健生訳『経営計画の進め方』
昭和46年） 112-114頁。
（産業能率短大出版
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利益に影響を及ぽ＿す要因
第 I部社内的要因
A 人的要因
B 工場・設備
c 販売関係
D 研究開発
E コスト動向
F その他
第I部社外的要因環境条件
A 仕入先
B 顧客
c 競争会社
D 政府
E 国内
F 海外
G 技術
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さらに，それぞれの項目は数ケに分けて例示されている。たとえば，最後
のG技術についてほ， 1代替製品， 2新製品， 3新製法，新工場・新設備，
4操業規模，に分けられている。これらの小項目が直接的に利益に影響を与
える変動要因として扱われている。
アージェンティ氏はこれらの小項目から社内，社外を問わず利益に3~4
％以上の影響を与えそうなものを総ざらえしなければならないと述べ， さら
に，利益に影響を及ぽすものには，①徐々にすう勢的に影響を与えるものと，
②突発的な予想外の形で影響を与えるものの 2つの型があることも指摘して
(6) 
いる。このような各種の利益に影響を与える変動要因について種々の角度か
らの分析を通して，予測利益を推計し，ひいては利益計画設定に役立てよう
とする所に彼の論述の優れた点が見い出される。
以上のような， ウェルジュ教授， アージェンティ氏の論述は， 一見すると
John Argenti, Corporate Planning-A Practical Guide (George Allen & Uni 
nwin, Ltd., 1968). 
(6) 『同上訳書』 111頁参照。
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利益図表に無関係のように思えるかも知れないが，これは利益図表を短期利
益計画目的のために作成する伝統的な図表分析にとどめないで，長期利益計
画をも含めた利益管理目的との関係で考える場合の基本的なアプローチを示
すものといえる。すなわち，利益図表上の独立変数として売上または費用の
みを使用するのではなく，長期利益計画，および長期のプロジェクト計画の
場合は独立変数として新製法導入，広告，品質，シェア等種々のものを選び，
それとの関係で利益がどのように変化するかの利益図表を画くことが有益で
ある。そのような意味で基本的に：：：利益に影響を与える変動要因：：：を研究し，
これを具体的に利益図表分析に取り入れなければならないと思う。
このように，利益に影響を与える変動要因の理論的考察だけにとどめない
で，具体的に図表分析の領域においても取り入れなければならない。この点，
フランツス氏は利益図表上の計画利益線につきつぎのような事項の影響を反
映させて再検討することができるとし， 1．価格の変化， 2．売上数量の変動，
3．原価の切下げ， 4．流通方法の変化， 5．広告，市場開発，販売費用の増加，
6．販売地域の拡大， 7．製品のデザインの変更， 8.新しい型の導入， 9．新工場
の建設， 10．競争会社の合併をあげている。そして何らかの経営上の計画から
(7) 
予想される成果を直接に利益図表の上に示すべきであると述べており，種々
の利益の変動要因を利益図表上に描こうとしている。
以上のように将来の利益に影響を与える変動要因はそれぞれの性質，変動
効果等について分析し，多角的にそれらが利益図表上に具体的に示されるよ
うにすることが重要であろう。
5利益図表における利益の性質
前節では，利益図表における横軸上に示すべき独立変数として単に売上，
費用等を取り上げないで，種々の利益変動要因との関連を考察しなければな
(7) E・フランシス著，青木茂男監訳，岸田宏亘訳『利益改善のためのグラフの活
用』 （中央経済社昭和39年） 122-123頁参照。
Ely Francis, Using Charts to ImproもeProfit (New York: PrenticecHall, Inc., 
1962). 
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らないことを述べた。そこで，つぎに問題になるのは利益図表における縦軸
に示すべき従属変数としての利益の性質である。利益図表上に具体的に表示
されるべき利益の性質についてもそれは単純ではなく，種々の角度から検討
されなければならない。したがって，そのような利益の性質ほつぎの視角か
ら分析的に考えなければならないであろう。
(A) どのような期間の利益か，
(B) 期間利益か，プロジェクト利益か，
(C) 期間利益はさらに全社的利益か，業務区分利益か，
(D) 実績利益か，事前利益か，さらに後者は予測利益か目標利益かに分けら
れる。
(E) 利益の絶対額か，利益率か，
(F) どのような大きさの利益か，
(G) 会計制度的計算による利益か，特殊調査計算による利益か，
以上のような七つの問題の中で，個々の問題における幾つか選択的可能な
利益概念を活用目的に適合した形で選ぶことが必要である。それ故，上記の
それぞれの項目について簡単に問題点を示すことにする。
(A) どのような期間の利益か，
利益図表上表示される利益の性質は長期利益か，短期利益かがまず問題に
なる。これは利益計算の対象となる期間が1ケ年を超えるか否かによって分
けられる。後者の短期利益はさらに，年次利益，四半期利益，月次利益に細
分される。したがって，どのような利益管理目的かによって，上記の何れか
の利益を選択して利益図表上に描くことになる。たとえば，長期利益計画目
的の場合には長期利益の性質を有するものでなければならないし，短期利益
計画目的の場合には年次利益が中心となる。さらに月次予算目的を中心にし
て考えれば月次利益が問題になる。長期利益，年次利益，四半期利益，月次
利益かは単に期間の長短だけではなく，その計算思考もその性質も基本的に
異なることに注意しなければならない。
1特定期間の利益のみでなく，数期間の利益を時系列的に描く図表分析も，
利益の期間的すう勢を見るために有益である。たとえば，長期利益計画目的
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のために，利益図表の横軸上に各年次を“としてとり，各年次の利益の推移
を見極めることができる。また短期利益計画の場合でも，利益図表上の横軸
に各月次をとり，各月次の利益の変化を知ることが有益である。
さらに，いつの時点の利益を画くかが問題であり，過去，現在，将来の何
れの期間の利益を時系列的に画く形をとる利益図表は利用価値の高いもので
(1) 
ある。ただし，その場合には，それぞれの期間利益はたとえば同じ年次利益
であっても，後の(D)で指摘するように，その性質は異なる。
(B) 期間利益か，プロジェクト利益か，
利益図表上表示すべき利益は，横軸上の独立変数として何を使用するかに
よってその性質は異なる。たとえば，短期利益計画目的のため一会計期間の
売上高ないし営業量を活動基準として利益図表の横軸上にとれば，その利益
の性質ほ期間利益の性質を有する年次利益となる。しかし，長期の個別利益
計画目的のため生産設備規模の大きさを利益図表の横軸にとれば，図示され
る利益はプロジェクト利益の性質をもつことになり，それは特定期間にとら
われない個別利益であり期間利益とほ性質が異なる。これは利益計画自体が
(2) 
プロジェクト別利益計画と期間的綜合利益計画に分けられるように，その利
益計画目的に従って，利益の性質もプロジェクト利益か期間利益かに分かれ
る。しかし，プロジェクト利益ほ設備投資計画に関連するような長期的な性
質のものと，特定製品の広告費支出計画に関連するような短期的な性質のも
のとに分けられることに注意しなければならない。
(C) 全社的利益か，業務区分利益か，
上記(B)の期間利益をとる場合においても，その利益は会社全体の総合的な
利益すなわち全社的利益として利益図表上に示すか，または製品別，市場別，
部門別等の会社の業務内容を区分して，それぞれの利益を示す部門利益ない
し業務区分 (segment)利益を図示するかが問題になる。この場合も，基本的
(1) E・フランシス氏の『利益改善のためのグラフの活用』では常にこの点に注意
して図表を作成している。 『前掲訳書』 177頁以下参照。
(2) マックファランド氏の『管理会計の基礎』では特に第2章として：：：プロジェク
ト別利益計画‘‘を強調している。 W.B. McFarl'and, op. cit., pp. 12-35, 『前掲
訳書』 23-49頁参照。
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にどのような利益計画および利益統制を実施するかによって，図示される利
益の性質も異なってくるのである。たとえば，製品品種組合せのための利益
計画目的のために業務区分利益の性質をもつものを中心に考えなければなら
ない。このような問題の基本は貢献利益概念の展開としての利益分析を考え
ることによって生ずる。したがって，個別利益計画の場合には種々の性質の
業務区分利益がその目的に適応する形で考えられなければならない。
(D) 実績利益か，予測利益か， 目標利益か，
利益図表を描く場合まず問題になるのほ過去の実績数値を図示するか，現
在，将来の業績予定に対するものとして予定数値を図示するかである。その
場合，利益は前者が実績利益であり，後者ほ事前利益ということになる。さ
らに後者ほ事前的に利益を描くとしても，その性質が現況から見た予測見積
り的な予測利益であるか，種々の条件を考慮に入れた目標利益であるかによ
って異なる。たとえば，利益計画を立てる手順として，まず過去数年間の実
績利益を分析整理し，現況のもとでの予測利益を推計し，それに種々の改善
計画を織り込み目標利益を打ち立て計画目標として示す場合が多い。さらに，
利益統制においてほ目標利益が種々の個別計画にささえられ実施可能な計画
利益となり，その計画利益と実績利益を対比することになる。利益図表を描
く場合には，実績利益，予測利益， 目標利益の何れが選択されているかを明
らかにしなければならない。
なお，予測利益 (estimatedprofit) は期待利益 (expectedprofit) と関係
づけられ，また目標利益 (targetprofit)は希望利益 (desiredprofit)が種々
の実施可能な計画によって裏付けられた形での計画利益の性格を有するもの
とされる場合が多い。
さらに，利益計画の活用目的によっては，利益図表上，実績利益，予測利
益，目標利益を同一図表上に同時に描くことが有用である。たとえば，アー
(3) 
ジェンティ氏の図表を参考にして，そのような利益図表を示せば，つぎの第
2図のようになる。
(3) J・アージェンティ著，成瀬健生訳『前掲訳書』 85頁参照。
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(E) 利益の絶対額か，，利益率か，
利益管理において具体的に示されるべき利益は絶対額によるべきか，利益
率によるべきかの基本問題である。特に，利益計画において目標利益をその
いずれかによって示すかが重要である。一般に，利益の絶対額は貢献利益額，
純利益額等として示され，利益率は資本利益率，売上利益率，割引キャッツ
ュ・フロー利益率として示される。さらには，利益率的思考を部分的に取り
入れた利益金額表示の方法もある。
利益の絶対額で表示すべきか，利益率で表示すべきかについて種々の特徴
が見られるので，単純に比較することは困難であるが，一般的には，利益の
絶対額による場合目標利益を明確な数字で目標設定するといった点から理解
しやすい利点がある。しかし，利益金額のみでは，売上高の相違，使用資本額
の相違，規模の大小の相違等の要因が無視されることになる。その点から見
れば，利益率による方法が優れている。それはプロジェクト別の投資提案を
評価するとき，使用資本の大きさ，使用期間の長さが重要であり，利益目標ほ
(4) 
使用資本利益率といったような相対的な数値で示すことが望ましい。しかし
ながら，利益率による場合その反面，利益は他の何かの要因との関連で把握
されるので， 目標利益を達成するためには利益額と何かの要因との両者を達
成しなければならない。したがって，予定処分可能利益額を中心にして求め
(4) Walter, B. McFarland, op. cit., p. 17. 
W. B．マクファランド著，染谷恭次郎監訳『前掲訳書』 28頁参照。
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られた利益目標のとき，その利益目標金額を獲得しても，他の要因が目標に
達しなかったら，目標利益も達成できなかったことになるという短所もある。
それ故，利益の絶対額によるか，利益率によるかは単純に決めるべきではな
く，利益管理における具体的な活用目的に応じて選択しなければならない。
たとえば，品種組合せの短期利益計画においてほ，貢献利益額を中心にして
目標利益を示すことが望ましいが，長期総合利益計画の場合にほ資本利益率
により，さらに，長期の設備投資計画等の個別計画においてほ割引キャツュ
・フロー利益率の使用が望まれる。このように，利益図表上に示すべき利益
として，絶対額によるか，利益率によるかは慎重に選択しなければならない。
(F) どのような大きさの利益か，
利益図表上において予定利益を示す場合，それはどのような大きさの利益
であるかが問題になる。予定利益の大きさを基準として利益を分ければ'(A)
現実的に可能性ある最大利益，（B）企業の継続的維持のための必要利益，（C）損
益が均衡する利益ゼロの 3つに分けられる。必要利益についてほ一義的に決
めることは難しいが，最大利益と利益ゼロの中間的な性質をもつ中サイズの
利益を意味し，具体的には必要利益としてどのような要因を考慮に入れるか
個々の企業の諸条件によって異なる。またそれは，予定処分可能利益金額よ
り出発するか，または一定の総資本利益率になるような額を必要利益とする
かによって異なる。したがって，企業の種々の事情のもとにし．最大利益を
上限として，種々の必要利益レベルの具体的適用可能性との関係において必
(5) 
要利益の大きさが決められることになる。
利益図表を描くときほ，これら3種すなわち最大利益，必要利益，利益ゼ
ロのうちいずれを課題とするのかを決めなければならない。ただし，このこ
とほいずれか 1つの選択という意味ではなく，その性格を明確に区別した上
で， 2者ないし3者を描くことも勿論重要である。たとえば，それら3者を
描く筒単な利益図表を示せば，次頁の第3図のようになると思う。
(G) 会計制度的計算による利益か，特殊調査計算による利益か，
利益図表上に描かれる利益について会計学的に考えなければならないのほ
(5) 拙著『短期利益計画計算』 （白桃書房 昭和43年） 49頁を参照されたい。
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どのような利益の性質をもったものであるかである。実務的には，簡単に利
益を描く図表として利益図表を見る場合が多いが，利益管理目的から見れば
やはり区別して考えなければならない。これは利益図表で描かれる利益が複
式簿記の計算機構の中で算出されてでてくる会計的利益と，帳簿外の数字で，
特殊な計算によって算出さる利益であるかを区別して考えることである。い
うまでもなく，会計上の利益は会計上の種々の計算思考によってささえられ
た利益であり，いくつかの点から条件づけられた利益である。その典型的な
ものは実現した売上収益を基礎として利益が計上されているということであ
る。しかし，特別の利益計画目的のための資料として利益図表上，発生主義
的な考えによる稼得した収益を基礎とした利益を描くことも有用であると考
えられる。利益図表上の作成は種々の利益管理目的に役立つことを意図して
いるので，異なる意思決定のために異なった利益の性質を考えることも必要
である。それ故，その利益がどのような性質の利益すなわち，会計上の利益
か臨時的特殊計算による非会計的な利益であるかを明確に区別した上で，そ
の活用目的に適合した形で使用しなければならない。たとえば，長期の設備
投資計画のための利益は特殊調査計算による利益であり，利益統制のために
実績利益と比較される目標利益は，たとえ予定的な数値であっても，会計計
算機構の仕組みの中で算出され，予算数字として示されるべき会計上の利益
でなければならない。
以上取り上げたような(A)から(G)までの 7つの問題を利益図表上に描くべき
利益を考える際の基本的なものとして考慮すべきであると思う。利益図表上
利益図表の課題（末政） (121) 219 
に表示される利益は，何かの変動要因との関数関係で示されるが，ただ利益
図表上に示された利益の大きさだけに目を捉われないで，そこに示されてい
る利益の基本的な性質について注目することが大切である。
6 むすび
利益図表を利用する場合，単に利益の関係が要約的に示されるといった点
の単純な長所のみに目を向けないで，利益図表の本質的な意味を考察すべき
である。その場合，利益図表は利益管理目的のための利益分析を行なうにあ
たっての利益の図表的表現であるから，利益管理において具体的にどの目的
のために利用するかをまず決めることが必要である。そのような異なる目的
のためにそれに最も適合した形での利益分析として図表的表現を根本的に考
えるべきである。したがって，伝統的な損益分岐点図表，限界利益図表のみ
を利益図表としてそのまま与えられた形で利用するという形でなく，特定目
的のためにはどのような利益図表が有用であるかを基礎として考えるべきで
ある。そのためには，利益図表特にグラフの直交座標形式の表現において，
利益と利益の変動要因との関数関係の把握においても，それぞれの性質，特
に利益の性質について充分にそれを理解して考えなければならない。このこ
とは伝統的に，慣習的に描かれている損益分岐点図表， P/V図表等だけが利
益図表ではなく，種々の角度から検討された利益管理目的のために有用なも
のを積極的に利益図表として開拓することが工夫考案されなければならない
ことを意味する。しかし，簡単明瞭にその内容を示すことができるといった
点の利益図表の長所がやはり失なわれない形での利益図表を考えることが必
要である。
